
 「第７期東御市障がい福祉計画・第３期東御市障がい児福祉計画（素案）」新旧対照表 

修正後（新） 修正前（旧） 

P２ 

序章 計画の策定にあたって 

２．計画策定の根拠・位置づけ 

（１）「第７期東御市障がい福祉計画」は障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）第 88条に、「第３期

東御市障がい児福祉計画」は児童福祉法第 33条の 20及に基づき策定を

義務づけられた法定計画であり、障がい福祉サービス等の確保に関する

計画です。 

  これらと現行の「第４次東御市障がい者計画」とを総称して、「東御市 

総合障がい計画」としています。 
 

〇障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（抄） 
第八十八条 市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の
確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町
村障害福祉計画」という。）を定めるものとする。 

〇児童福祉法（抄） 
第三十三条の二十 市町村は、基本指針に即して、障害児通所支援及び障害
児相談支援の提供体制の確保その他障害児通所支援及び障害児相談支援
の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害児福祉計画」という。）を定
めるものとする。 

 

P２ 

序章 計画の策定にあたって 

２．計画の位置づけ 

「第７期東御市障がい福祉計画」は障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）第 88条及び第 89条

に、「第３期東御市障がい児福祉計画」は児童福祉法第 33 条の 20 及び

第 33条の 22に基づき策定を義務づけられた法定計画であり、障がい福

祉サービス等の確保に関する計画です。 

 

 

 

 

 

（追加） 
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修正後（新） 修正前（旧） 

（２）「東御市総合障がい計画」は「第３次東御市総合計画」を上位計画と

して位置付けています。 

また、「東御市地域福祉計画」に内包され、「東御市高齢者福祉計画」、

「東御市介護保険事業計画」及び「東御市健康づくり計画」等との調和・

整合を図って策定します。 

 

 

 

 

 

これらの計画は、「第３次東御市総合計画」を上位計画として位置付け

ています。また、「東御市地域福祉計画」に内包され、「東御市高齢者福

祉計画」、「東御市介護保険事業計画」及び「東御市健康づくり計画」等

との調和・整合を図って策定します。 
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修正後（新） 修正前（旧） 

P17 

３章 第７期障がい福祉計画  

   障がい福祉サービス等の提供体制に係る成果目標 

  

 成果目標とは障がい福祉サービス等の提供体制確保の一環として、基本

理念等を踏まえて国全体で達成すべき目標として設定するものです。 

 

 

 

P26 

【成果目標５】相談支援体制の充実・強化等 

１．第６期計画における目標値と実績 
１．第6期計画に係る目標値と実績

圏域件数人口按分

（OJT研修）

ケアマネ連絡会回数

上小圏域統一

（2）サービス見込量算定の考え方

項目 区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度

見込量(件) 130 135 140

実績(件) 423 580 620

見込量(回) 12 12 12

実績(回) 0 24 24

見込量(件) 35 37 39

実績(件) 16 45 40

見込量(回) 6 6 6

実績(回) 3 3 3

見込量(人) 5 8 11

実績(人) 8 10 11

総合的・専門的な相談件数

地域の相談支援事業者に対する訪問等による
専門的な指導・助言の回数

地域の相談支援事業者の人材育成の支援の件数

地域の相談支援機関との連携強化の取組みの
実施回数の見込み(上小圏域統一)

主任相談支援専門員の配置人数(上小圏域統一)

 

P17 

３章 第７期障がい福祉計画  

   障がい福祉サービス等の提供体制に係る成果目標 

 

（追加） 

 

 

 

 

P26 

【成果目標５】相談支援体制の充実・強化等 

１．第６期計画における目標値と実績 
１．第6期計画に係る目標値と実績

圏域件数人口按分

（OJT研修）

ケアマネ連絡会回数

上小圏域統一

（2）サービス見込量算定の考え方

項目 区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度

見込量(件) 130 135 140

実績(件) 423 580 620

見込量(回) 12 12 12

実績(回) 0 24 24

見込量(件) 35 37 39

実績(件) 16 45 40

見込量(回) 6 6 6

実績(回) 3 3 3

見込量(人) 5 8 11

実績(人) 11 11 11

総合的・専門的な相談件数

地域の相談支援事業者に対する訪問等による
専門的な指導・助言の回数

地域の相談支援事業者の人材育成の支援の件数

地域の相談支援機関との連携強化の取組みの
実施回数の見込み(上小圏域統一)

主任相談支援専門員の配置人数(上小圏域統一)
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修正後（新） 修正前（旧） 

P26 

２．第７期計画の目標値と確保方策 

（1）サービス見込量算定の考え方 

①基幹相談支援センターによる地域の相談支援体制の強化（上小圏域 

における統一目標） 
（2）サービス見込量算定の考え方

項目 算出方法

地域の相談支援事業者
に対する訪問等による
専門的な指導・助言の
回数

上小圏域内の指定特定相談支援事業所に対し、事業所の機能強化及び相談支援
専門員の資質向上を目的とした研修会の実施を目標
機能強化研修　年間36回(月3回×12月)
相談支援専門員の資質向上を目的とした研修　年間40回(年5回×8グループ)

地域の相談支援事業者
の人材育成の支援の件
数

上小圏域において、年3回の相談支援事業所連絡会の開催及び1
回当たり相談支援専門員60人の参加を目標

地域の相談支援機関と
の連携強化の取組の実
施回数の見込み

上小圏域において、年3回の相談支援事業所連絡会の開催を目標

【新規】個別事例の支
援内容の検証回数

指定特定相談支援事業所を対象とした研修会において個別事例の検
証の実施を目標
年間70回（上小圏域内相談支援専門員70人×1事例）

主任相談支援専門員の
配置人数

上小圏域において、各年度0～1人／年の増を目標

項目 算出方法

 

 

P26 

２．第７期計画の目標値と確保方策 

（1）サービス見込量算定の考え方 

①基幹相談支援センターによる地域の相談支援体制の強化（上小圏域 

における統一目標） 
（2）サービス見込量算定の考え方

項目 算出方法

地域の相談支援事業者
に対する訪問等による
専門的な指導・助言の
回数

上小圏域内の指定特定相談支援事業所に対し、事業所の機能強化及び相談支援
専門員の資質向上を目的とした研修会の実施を目標
機能強化研修　年間36回(月3回×12月)
相談支援専門員の資質向上を目的とした研修　年間40回(年5回×8グループ)

地域の相談支援事業者
の人材育成の支援の件
数

地域の相談支援機関と
の連携強化の取組の実
施回数の見込み

【新規】個別事例の支
援内容の検証回数

指定特定相談支援事業所を対象とした研修会において個別事例の検
証の実施を目標
年間70回（月5～6回×12月）

主任相談支援専門員の
配置人数

上小圏域において、令和8年度に1人／年の増を目標

項目 算出方法

上小圏域において、年3回の相談支援事業所連絡会の開催を目標
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修正後（新） 修正前（旧） 

P27 

（2）第 7期計画における目標値 

①基幹相談支援センターによる地域の相談支援体制の強化（上小圏域 

 における統一目標） 

項目 区分 R6年度 R7年度 R8年度

基幹相談支援センターの設置の有無 有 有 有

地域の相談支援事業者に対する訪問等による
専門的な指導・助言の回数

見込量(回)

機能強化研修

36／年

資質向上研修

40／年

機能強化研修

36／年

資質向上研修

40／年

機能強化研修

36／年

資質向上研修

40／年

地域の相談支援事業者の人材育成の支援の件数 見込量(件) 180 180 180

地域の相談支援機関との連携強化の取組の実施回数 見込量(回) 3 3 3

【新規】個別事例の支援内容の検証実施回数 見込量(回) 70 70 70

主任相談支援専門員の配置人数 見込量(人) 12 13 13

項目 区分 R6年度 R7年度 R8年度

 

 

 

P31 

４章 第７期障がい福祉計画 

   各サービスの見込量及び確保方策（活動指標） 

 活動指標とは、市において計画の基本理念や提供体制確保の基本的な考

え方、障がい福祉サービスの提供体制確保に関する成果目標等を達成する

ために必要となるサービス提供量等の見込みとして設定するものです。 

 

 

P27 

（2）第 7期計画における目標値 

①基幹相談支援センターによる地域の相談支援体制の強化（上小圏域 

における統一目標） 

項目 区分 R6年度 R7年度 R8年度

基幹相談支援センターの設置の有無 有 有 有

地域の相談支援事業者に対する訪問等による
専門的な指導・助言の回数

見込量(回)

機能強化研修

36／年

資質向上研修

40／年

機能強化研修

36／年

資質向上研修

40／年

機能強化研修

36／年

資質向上研修

40／年

地域の相談支援事業者の人材育成の支援の件数 見込量(件) 3 3 3

地域の相談支援機関との連携強化の取組の実施回数 見込量(回) 3 3 3

【新規】個別事例の支援内容の検証実施回数 見込量(回) 70 70 70

主任相談支援専門員の配置人数 見込量(人) 11 11 12

項目 区分 R6年度 R7年度 R8年度

 

 

 

P31 

４章 第７期障がい福祉計画 

   各サービスの見込量及び確保方策（活動指標） 

 

（追加） 
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修正後（新） 修正前（旧） 

P37 

イ．第７期計画における見込量 
イ．第7期計画における見込量 ※見込量・実績は1ヶ月当たりの延人日数、利用者数は年間の実人数

サービス名 区分 令和6年度令和7年度令和8年度 単位

見込量 1,408 1,426 1,444 人日分

利用者数 76 77 78 人

見込量 10 10 10 人日分

利用者数 1 1 1 人

見込量 66 66 66 人日分

利用者数 3 3 3 人

見込量 90 90 90 人日分

利用者数 3 3 3 人

見込量 40 40 人日分

利用者数 5 5 人

見込量 80 88 88 人日分

利用者数 10 11 11 人

見込量 273 315 357 人日分

利用者数 13 15 17 人

見込量 1,632 1,677 1,722 人日分

利用者数 102 105 108 人

就労定着支援 見込量 2 3 3 人

療養介護 見込量 4 4 4 人

見込量 24 28 32 人日分

利用者数 12 14 16 人

見込量 4 4 4 人日分

利用者数 2 2 2 人

生活介護

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

自立訓練（宿泊型自立訓練）

就労選択支援

就労移行支援

就労継続支援（A型）

就労継続支援（B型）

短期入所（福祉型）

短期入所（医療型）
 

P37 

イ．第７期計画における見込量 
イ．第7期計画における見込量 ※見込量・実績は1ヶ月当たりの延人日数、利用者数は年間の実人数

サービス名 区分 令和6年度令和7年度令和8年度 単位

見込量 1,408 1,426 1,444 人日分

利用者数 76 77 78 人

見込量 10 10 10 人日分

利用者数 1 1 1 人

見込量 66 66 66 人日分

利用者数 3 3 3 人

見込量 90 90 90 人日分

利用者数 3 3 3 人

見込量 40 40 40 人日分

利用者数 5 5 5 人

見込量 80 88 88 人日分

利用者数 10 11 11 人

見込量 273 315 357 人日分

利用者数 13 15 17 人

見込量 1,632 1,677 1,722 人日分

利用者数 102 105 108 人

就労定着支援 見込量 2 3 3 人

療養介護 見込量 4 4 4 人

見込量 24 28 32 人日分

利用者数 12 14 16 人

見込量 4 4 4 人日分

利用者数 2 2 2 人

生活介護

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

自立訓練（宿泊型自立訓練）

就労選択支援

就労移行支援

就労継続支援（A型）

就労継続支援（B型）

短期入所（福祉型）

短期入所（医療型）
 

6


